研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　南山苑　　　　職　種　介護福祉士　    　　氏　名 田ノ上　愛子

	期　　間　平成26年9月8日

	出張目的　介護サービス情報の公開制度「10の研修テーマ」に係る研修会

	出 張 先　ウエディングプラザアラスカ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


≪全体所感・考察≫

今回参加させて頂いた、介護サービス情報の公開制度では、5題の講義がありました。

　特に午前中の講義は、とても関心のある内容でプライバシー保護や倫理及び法令遵守についての講義であり、それらについてまとめ報告します。

なぜプライバシーを守らなければならないのか？を最近の個人情報流出・プライバシー流出事件を例に説明して下さいました。人は生まれながらにして、人として尊重されなければならないといわれており、人として存在した時点で皆に平等に与えられる権利です。法を犯すことは、それなりの罰則もあり、被害者に大きな苦痛を与え、社会的信用の低下、失墜しそれらは、安易に回復が困難であると改めて感じました。

　倫理及び法令遵守については、苦情解決を中心に話して下さいました。苦情解決のメリットや医療や福祉の現場での公益通報の必要性を今回学ぶ事ができました。２階フロアでも、苦情やクレームなど、少なからず聞かれています。「またクレームだ。面倒くさい」などと思わず、私達が気づけなかった事を反省し、頂いた内容には、最後まで責任を持って対応するよう、スタッフ一人一人に教育していきたいと思います。その、対応過程こそスタッフを成長させ、最後まで誠心誠意の対応が出来れば、南山苑の評価にも繋がっていく事をスタッフにも伝えていきたいと思います。

今回の、研修で学んだ事を、少しでも、今後の業務・スタッフ指導に取り入れ、生かしていきたいと思います。

＜介護現場におけるプライバシー保護＞

弁護士　　沼田　徹

プライバシーとは何か？

→「私生活をみだりに公開されないという法的保障ないし権利」

　

介護におけるプライバシーとは？

→①排泄・更衣・入浴

　②ドア・カーテンによる仕切り：隙間の問題

　③排泄音

　④病名

　⑤家族関係、財産関係　など

　なぜプライバシーを侵害（開示）してはいけないのか？プライバシーを侵害するとどのような

結果や法的効果が発生するのか？

→人は生まれながらにして人として尊重されなければならない。それは、人としての尊厳があるから。尊ばれ、敬われなければならない。これが、人権を考える上での基礎になる。

　プライバシーを侵害した場合、不法行為責任（損害賠償責任）を発生させるという見解が一般的。

職場内外での危険なおしゃべり

→職員同士で話している内容は、ご家族や利用者はよく聞いているもの。安易に個人を特定できる言葉を話してはいけない。

「慣れ」や「麻痺」への自戒の必要性

→病院や施設は、閉鎖的で密室的な環境である事が多い為、権力関係が起きがちで危険。

他施設との交流、勉強会や研修会に参加し施設を開いていかなければならない。

【考察】

全ての人には、人としての尊厳があり、プライバシーというのは、その人の尊厳を守るものであり、一番大切なものであると改めて感じました。

そのことを常に頭におけば、一つ一つのケアを、スタッフ一人一人が丁寧に心をこめて行なっていけるのではないかと思います。

私自身もそうでありたいし、スタッフにもそのように教育していきたいと思います。

＜福祉現場における倫理及び法令遵守＞

弁護士　　沼田　徹

遵守すべき法令とは？

→介護保険法、社会福祉法、老人福祉法、高齢者虐待防止法、障害者虐待防止法、児童虐待防止法、個人情報保護法、障害者権利条約、民法（特に成年後見）、その他たくさんある。

　遵守すべき法令の基礎にある理念とは？

→①個人の尊厳の尊重、利用者本位、利用者の権利擁護、質の高いサービスの提供

　②法と権利の関係について

　利用者の有する権利について

→①人権とは何か。

　②エンパワメントにおいて保障すべき利用者の権利

1） 地域社会で生活する権利

2） 個別ケアを受ける権利

3） ケア計画や福祉計画の策定に参加する権利

4） 質の高いサービスを受ける権利

5） 自己決定・自己選択する権利

6） 分かりやすい情報を受ける権利

7） 意見・質問・苦情を表明する権利

8） プライバシーの保護に関する権利

9） 自己尊重の念と尊厳を維持する権利

　上記の７）について

①社会福祉法82条「社会福祉事業の経営者は、常にその提供する福祉サービスについて、利用者などから苦情の適切な解決に努めなければならない」

　同65条「厚生労働大臣は利用者などからの苦情への対応…について、必要とされる基準を定める事とされ、社会福祉施設の設置者は、この基準を遵守しなければならない」

②第三者委員

　社会福祉法82条を受けて、Ｈ12年6月7日付け、厚生省ガイドラインでは、第三者委員の設置を定めている。

　→福祉サービス利用者からの意見・要望・苦情を伝え、施設側にサービス改善を求める。

なぜ「第三者」が必要なのか？

　→苦情解決責任者（施設長）・苦情受付担当者（職員）には、面と向かって直接言えない事が多いから。

　共通する苦情の要因

　・説明不足　・状態把握不足　・事業者内での連携不足　・記録の不備など

　苦情・要望の出る施設は悪い施設？　苦情・要望の出ない施設は良い施設？

　本当に良い施設とは？？

→不満を意識的に吸い上げる努力をする施設

→出た不満を大事にし、サービス改善に結びつける努力をする施設

苦情解決のメリット

苦情解決に取り組む事は、利用者のみならず、施設・職員にもメリットがある。

→施設は苦情に誠実に取り組むことで、利用者に喜ばれ、施設の社会的評価が向上する

→法令違反や倫理違反の行為を未然に防止し、予防することができる

→職員は、苦情に誠実に取り組むことで、利用者に喜ばれ、援助者としての専門性が向上する。職員は福祉オンブズマンを介して施設サービスの改善を施設側に求める事ができる。

　医療や福祉の現場での公益通報の必要性

医療や福祉の現場では、医療・福祉のサービス利用者が権利侵害を受けていても、利用者にその認識がなかったり、権利主張の力が弱いため自らその権利侵害を是正できないことが少なくない。また、病院や施設は、閉鎖的な環境にあることが多く、外部から内部で起こっている出来事が見えにくい。

そのため、労働者による公益通報は、利用者の権利侵害を救済するために必要な制度である。

外部通報の前に問題が解決するように組織内における法令遵守態勢の構築に努力しなければならない。

【考察】

要望や不満のない施設や病院はありえないと、沼田氏は話していました。

現在、フロア内に小さな要望や不満が聞かれています。迅速に誠心誠意に対応していきたいと思います。

また、直接言ってくださるご家族はまだいいのですが、言えないでいるご家族様が殆どだと思います。その方々の不満を吸い上げていくことも今後必要だと感じました。

日々のご家族様とのコミュニケーション、信頼関係を強くしていかなければいけないと、今回の研修に参加し感じました。

この、研修に参加した事を無駄にせず、フロアに持ち返り適切な対応と指導に役立てたいと思います。
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